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間接資材 EC 市場におけるプラットフォーム戦略1 

－株式会社 MonotaRO の事例研究－ 

 

太田 啓文 茨城大学人文社会科学部 

 
1. はじめに 

企業の生産活動には資材が欠かせない。生産に必要な資材は、大きく「直接材」と「間接

材」に分けられる。例えば製造業においては、生産に直結する原材料・資材・部品などが直

接材に該当する。一方、Maintenance、Repair、Operation の頭文字をとって MRO とも呼ばれ

る間接材は直接材とは異なり、工具や装置、消耗品、補修用品・部材、燃料などが分類され

る。一般的に、直接材は会社が主体的に仕入れるが、間接材は部署や個人単位で発注すると

されている。間接材は種類や品数が多く、仕入先や品目の管理が複雑で在庫数が曖昧になる

ため、直接材のように正確な管理がしにくい。また間接材は調達先が分散しやすく、かかる

コストがバラバラになりがちなため、無駄に費用がかさむことも多いと指摘されている(IT 

torendo henshubu, 2023)。 

一般社団法人日本 CFO 協会では、同協会会員を主体とした日本企業の CFO、経理・財務

幹部 302 名に対しアンケートを行い、「間接材コストのマネジメントに関する実態調査」と

してまとめている。それによると、資材調達コスト総額に対する購買データの管理比率では、

75%以上と回答した企業は、直接材では 63%程度なのに対し間接材では 35%程度に留まっ

ており、間接材の管理水準の低さが際立っている。また、間接材の調達について何らか取り

組んでいる企業は 40%程度で、60%近くの企業が未着手と回答しており、何らか取り組んで

いる企業においてもコストの適正化が実現できているとする企業はわずか 4%程度との結果

であった(Ippan shadan hojin CFO kyokai, 2019)。 

企業規模が大きければ調達額も大規模となるため、間接材を販売する企業では主に大企

業へ御用聞きとして営業員を派遣し、丁寧に受注・補充を行っている。一方で、間接材の販

売企業にとって、調達額の少ない中小企業に対する優先度は大企業ほどとはならないため、

中小企業では担当者自ら間接材仕入れを手掛ける場合もあるとされている。加えて、間接材

は価格がオープンにされていない「一物多価」も多く、調達量で劣る中小企業では調達額抑

制に苦慮している(Shimizu, 2021)。 

 こうした課題の多い間接材調達に目をつけ、2000 年の創業以来、コロナ禍においても年

率 20%を超える高成長を続けている株式会社 MonotaRO（以下、モノタロウ）の競争力の源
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泉は何か。本稿では、1,900 万点もの間接資材を取り扱う工業用間接資材 EC 最大手のモノ

タロウに焦点を当てる。モノタロウは、取扱い件数が一定量を超えた商品は在庫化する一方、

在庫外商品は取引先から直接顧客へ発送することで商品提供に掛かるリードタイムの短縮

を図っている。すなわち、モノタロウと補完財提供者による事業運営がなされていることか

ら、本稿ではその意味において同社をプラットフォーム企業と捉えることとする。そこで、

本稿では同社の事業戦略をプラットフォーム・ビジネスの観点から考察する。 

 

2. 先行研究 

(1) プラットフォーム 

 近年、多様な製品・サービスの製造や提供に用いられる共通基盤を示す概念として、「プ

ラットフォーム」が使われている。プラットフォームという概念が生じた背景には、製品や

サービスの質の変化がある。製品単体だけでは機能を発揮できず、別の財と組み合わせなけ

ればならない財が増えて来ており、こうした取引の煩雑さを解消する目的でプラットフォ

ームが登場した(Fukushima, 2019)。現在では、大量のインターネット情報や顧客データをベ

ースにビジネスを拡大するインターネットプラットフォーマーが台頭してきている。GAFA

に代表される米国企業の時価総額は数十兆円規模にまで膨れ上がっており、世界の時価総

額ランキング上位に名を連ねている。規模だけでなく、その成長スピードも凄まじい

(Motohashi, 2022)。Eisenmann et al. (2006/2007)は、プラットフォームを「異なるユーザーグ

ループを結び付け、一つのネットワークを構築するような製品やサービス」と定義し、そう

した製品・サービスを提供する企業をプラットフォーム企業と捉えている。プラットフォー

ム企業は、異なるグループ間の仲介役を果たすとき、複数の異なるグループのやりとりを促

すためのインフラとルールを提供する。 

Gawer and Cusumano(2014)は、プラットフォームを内部プラットフォームと外部プラット

フォームに分類している。内部プラットフォームとは、一社単独あるいは供給業者と一緒に

再利用可能な部品や技術を用いることで、多様な製品を効率的に開発し生産することを可

能にするプラットフォームを指す。一方、外部プラットフォームとは、多数の企業が提供す

る数多くの製品やサービス、技術が補完しながら一体となって提供できる基盤となる製品

やサービス、技術を意味する。共通の部品や技術という基盤を提供する点では内部プラット

フォームと同様だが、基盤を外部の企業に公開している点が異なる。Imai and Kokuryo(1994)

は、製品開発や製品アーキテクチャを対象とするプラットフォームの概念を発展させ、誰も

が明確な条件で提供を受けられる商品やサービスの供給を通じて、第三者の取引を活性化

させたり、新しいビジネスを興す基盤を提供する役割と定義した。外部プラットフォームの

オープンさは多くのプレイヤーを引き合わせることにつながるが(Gawer & Cusumano, 

2002/2005)、Imai and Kokuryo(1994)はそうした機能に着目し、補完製品の提供者と消費者を

結び付ける基盤を提供する製品やサービスまでプラットフォームの概念を拡張した。その

うえで、Kokuryo(1999)は、プラットフォーム上でクレジットカードや中古車オークション
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サイト、日用雑貨卸売業界の情報インフラといった情報仲介や決済を行うビジネスを、プラ

ットフォーム・ビジネスの例として挙げている。 

 

(2) ネットワーク効果 

 外部プラットフォームに特有の特徴としてネットワーク効果がある。Katz and 

Shapiro(1985)は、ネットワーク効果を「ある製品を利用する自分以外の利用者数に依存して

もたらされる利用者の効用」と定義し、ネットワーク効果には直接的な効果と間接的な効果

があると指摘した(Katz & Shapiro, 1994)。直接的なネットワーク効果とは、主に消費者サイ

ドにおいて、消費者数が増えれば増えるほどプラットフォームの価値が高まり、それによっ

てより大きな消費者群を引き付けられる効果を指す(Gawer & Cusumano, 2014)。直接効果の

代表的事例は Facebook などの SNS サイトや通信サービスなどの古典的なネットワーク効果

で、ユーザーが多いほど個々のユーザーの便益が向上し、それによってさらに多くのユーザ

ーを集めるというポジティブフィードバックが作用する(Motohashi, 2022)。一方、間接的な

ネットワーク効果は、プラットフォームが媒介している生産者サイドと顧客サイドの相互

作用によって生じる(Gawer & Cusumano, 2014)。例えば、スマートフォンのプラットフォー

ムにおいては多様なアプリを利用することが可能であるが、スマートフォンユーザーから

見ると多くのアプリを抱えているプラットフォームがより魅力的である。これが多くのア

プリ開発業者を集めて．スマートフォンプラットフォームとしての効能が高まり、さらに多

くの顧客を集めるというフィードバックループが作用する(Motohashi, 2022)。 

 ネットワーク効果が働く製品・サービスの競争は、単体で販売される製品・サービスとは

大きく異なる性質を帯びている。ネットワークの参加者数が競争に決定的な影響を与える

ようになり、ネットワークの増殖効果が指数関数的に増大するため勝敗が早く決着するよ

うになった(Fukushima, 2019)。加えて、一度決まった勝敗の結果はなかなか覆りにくく、企

業間の競争関係は硬直化し逆転が起こりにくいため、クリティカル・マスを超えるユーザー

をいかに獲得するかが重要となる(Parker & Van Alstyne, 2014)。したがって、プラットフォー

ム間の競争では、特異性のないプラットフォーム同士であれば、マルチホーミング・コスト

(Eisenmann et al., 2006/2007)の発生により勝者総取り（以下、WTA: Winner-Take-All）となる

傾向が指摘されている(Mizoshita, 2017)。 

 

(3) WTA の攪乱要因 

 一方、Negoro and Kato(2010)は、WTA に至るプロセスを攪乱する要因の存在を指摘してい

る。まず、マルチホーミングが進むかどうかは複数のサービスを利用することによるメリッ

トの有無に依存している。例えば、利用者側からすれば、複数の OS が使えることでより多

くのアプリケーションを使えるため、マルチホーミングのコストメリットが大きければ、一

定数の利用者は複数のプラットフォームを利用するようになり、WTA が成立しにくくなる。

また、業界の有力企業が自社のメインセグメントと同時に参入することが難しかったり、ニ
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ッチ市場の規模が大きくその数が多い場合ほど、WTA になりにくい。ニッチ市場では、顧

客の特殊ニーズが存在しそれに対応するために特殊な資源が求められるため、有力企業が

戦略矛盾に陥り追求しづらくなる。加えて、新たな利用者の流入をもたらす市場成長も WTA

の阻害要因になりうる。新しい利用者にはスイッチングコストが発生しないため、後発企業

の低価格戦略に反応しやすく、後発企業による製品バンドル提供などの顧客誘導に流され

やすい(Negoro & Osuga, 2018)。 

 以上、ここまでの先行研究レビューを踏まえ、あらためて本稿では、EC業界の巨人Amazon

は言うに及ばず、ミスミやトラスコ中山など同業他社もひしめく中、創業以来年率 20%を

超えて成長し続けているモノタロウの事業戦略を、WTA ならびにその攪乱要因の視座から

考察することを目的とする。 

 

3. モノタロウの企業成長 

ここでは、モノタロウのホームページやネット記事などの公開情報に基づき筆者が整理

した同社の沿革について、同社広報部平尾紀美江氏による確認を経た内容を記述する。2000

年に間接資材を扱う米グレンジャー社と住友商事の合弁会社としてスタートしたモノタロ

ウは、5～10 兆円規模といわれる間接資材市場において、文具のアスクルやアセンブリーの

ミスミなどが中小企業をターゲットに事業展開で先行する中、まだ手をつけられていなか

った工具や保護具に着目し、事業主向けサイトをオープンのうえ、近畿・東海地方限定で金

属加工業者を相手に通販事業を試行展開することから始めた。2001 年に間接資材調達サイ

トを全国展開のうえ本格営業を開始し、2002 年には大阪府東大阪市にディストリビューシ

ョンセンターを開設した(2007 年に尼崎ディストリビューションセンターに統合)。2004 年、

最初のプライベートブランド「モノタロウ」を発売し、2006 年には住商グレンジャー株式

会社から株式会社 MonotaRO へ社名変更を行った。合わせて同年、消費者向けサイトをオー

プンし、東証マザーズ上場も果たした。2007 年に、兵庫県尼崎市へのディストリビューシ

ョンセンター移転とともに本社も同地へ移転し、2008 年には自動車関連業界向け商品販売

事業に参入した。それまで製造業向けに提供してきた商品には、自動車整備業などでも使用

可能なものがあり、同年自己破産を申請した自動車整備業向け通販業者の在庫商品を買い

取ることで、関連商品点数の拡充を図ったうえでの事業参入となった。さらに同年モバイル

サイトをオープンし、大阪市住之江区にディストリビューションセンターを開設した(2011

年に尼崎ディストリビューションセンターに統合)。 

2009 年には東証一部上場を果たし、翌 2010 年には海外輸出事業を開始するとともに、第

二のプライベートブランド「大阪魂」の発売を開始した(2011 年にモノタロウブランドに統

合)。2011 年には兵庫県尼崎市のディストリビューションセンターを拡張して大阪市住之江

区のディストリビューションセンターを統合するとともに、宮城県多賀城市に新たなディ

ストリビューションセンターを開設した。2012 年には第三のプライベートブランド「男前

モノタロウ」の発売を開始し(2019 年にモノタロウブランドに統合)、翌 2013 年には韓国
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MRO 市場へ進出するとともに東南アジア向けサイトの開設に至った。2014 年には兵庫県尼

崎市にディストリビューションセンターを開設するとともに、新たに農業資材・厨房用品販

売事業へ参入した。この背景には、農業の高齢化や TPP 交渉参加などの課題を背景とした

大規模化・合理化・省力化・効率化の要請をとらえた需要拡大や、飲食業界の人材不足・賃

金上昇に伴う業務運営効率化の動きによる需要拡大の見通しがあったとされている。さら

に 2015 年には、新たに医療・介護用品販売事業に参入した。2009 年から取り扱っていた衛

生材料用品カテゴリが、メインユーザーの中小製造業による利用が拡大していたのに加え、

小規模クリニックや介護施設ユーザーの新規登録者数が急速に増加していたことがこの事

業参入の背景にある。続く 2016 年には、インドネシア MRO 市場に進出している。2017 年

には茨城県笠間市と北海道札幌市に相次いでディストリビューションセンター(2021 年閉

鎖)を開設した。2018 年には中国 MRO 市場に進出し(2021 年撤退)、さらに 2020 年にはイ

ンド MRO 市場へ進出を果たした。2021 年には、茨城県東茨城郡に主にアジアから輸入し

ているプライベートブランド商品のバックヤード機能を担う茨城中央サテライトセンター

を開設し、続く 2022 年には兵庫県川辺郡にモノタロウ最大規模となるセンターを開設して

いる。モノタロウでは、急速な事業拡大に対応するため、足元ではすでに次期ディストリビ

ューションセンターの設置に向けた検討が進んでいる(Yoshino, 2022)。 

モノタロウは、コロナ禍にあっても前年比 20%増の成長を続けており、その理由として

品揃え、検索性の向上、在庫の強化、大企業顧客の増加を挙げている。同社は創業当初、品

揃えの弱さから顧客からの利用が思うように伸びなかった経緯があり、品揃えの強化を最

重要視している。検索性の向上では、ビッグデータを活用した SEO や SEM などの検索エン

ジン対策を行い、また別の活用として自社サイトでは顧客の行動傾向の分析による顧客ご

とに異なる商品提案・推薦を行うなど検索性と合わせた顧客利便性の向上に取り組んでい

る。また、同社は販売量が一定の基準を超えた商品を次々に在庫化してきており、この八年

足らずで在庫能力を四倍以上に引き上げている。さらに近年、大企業の購買システムと同社

の商品データベースを連携させたことが奏功し、大企業の顧客増加が著しく前年比 40%超

で伸びている(Yoshino, 2022)。 

 

4. 考察 

ここまでの内容をもとに、モノタロウの事業戦略を、WTA ならびにその攪乱要因の視座

から分析する。 

(1) マルチホーミング・コスト 

 Eisenmann et al. (2006/2007)によれば、ホーミング・コストとはプラットフォームの導入か

ら運用、さらにはその除却コストに至るまで、利用者がプラットフォームに参加し続けるた

めの総コストを指し、マルチホーミング・コストとは複数のプラットフォームを並行して利

用した際に利用者が支払うホーミング・コストの総計である。すでに述べた通り、モノタロ

ウでは、創業時に品揃えの弱さから思うように利用が伸びなかった反省から、品揃えの強化
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を最も重視している。モノタロウでは、在庫として抱えればリスクの高いロングテール商品

も、その商材の購入可能性の高い顧客を多く集めることで、購入される可能性を高め在庫リ

スクを低減させている。在庫を持つ商品は当日発送が可能となり、リードタイムを短縮でき

るため、この価値提供が商品を売れ筋に変えるという好循環につながっている(Shimizu, 

2021)。 

 利用者からすれば、ロングテール商品も含め豊富なラインナップを持ち、圧倒的な在庫能

力を有するモノタロウの利便性は他に代え難い。その一方で、膨大な商品の中から求める商

品を探し出す労苦が懸念されるが、モノタロウではビックデータ活用による検索性向上に

も余念がない。加えて、企業の購買システムと同社の商品データベースが連携できる点も大

きい。調達先が一か所にまとまり、かつ調達価格も統一されるため、購買統制できるうえ仕

入処理も効率化が図られる。品揃え・在庫の強化と高度な商品検索性、企業購買システム・

モノタロウ商品データベース連携は、モノタロウへの利用者ロックインともみなすことが

でき、利用者にとってマルチホーミングのメリットは薄い。この場合、利用者は複数のプラ

ットフォームを使おうとはしなくなり、WTA が成立しやすくなる。したがって、マルチホ

ーミング・コストの視座においてモノタロウは WTA 要因を満たし、利用者がモノタロウ以

外の複数プラットフォーム活用を企図する意義を低減させることで、顧客基盤維持とさら

なる顧客獲得をも誘発していることが示唆された。 

 

(2) ニッチ市場の数と大きさ 

 ニッチ市場では顧客の特殊ニーズが存在し、それに対応するために特殊な資源が求めら

れるため、有力企業が戦略矛盾に陥り追求しづらくなる(Negoro & Kato, 2010)。モノタロウ

は、間接資材市場において、文具のアスクルやアセンブリーのミスミなどが事業展開で先行

する中、まだ手をつけられていなかった工具や保護具に着目し、市場参入に至った。工具や

保護具はニッチなうえに商品数が多岐にわたり、経路依存性(Dierickx & Cool, 1989)を伴う領

域であるといえる。実際、2008 年にアスクルが後発として工具事業に参入したにも関わら

ずわずか八カ月で撤退に至った経緯があるが、その背景として取扱商品がロングテールす

ぎ、在庫化して販売するのが非効率だったと当時の担当者により回想されている(Shimizu, 

2021)。 

 上記から、領域特化のモノタロウの競争力が想起される。Amazon をもってしても、モノ

タロウが先発者として、20 年以上にわたり蓄積してきた間接資材特化の圧倒的な品揃え・

在庫能力と最適化された物流網を打破することは極めて困難なうえ、今からそれに取り組

むことは Amazon の戦略矛盾を生むことにもつながりかねない。また、間接資材 EC 事業に

目を向けると、工業用間接資材を扱うモノタロウ、ファクトリー・オートメーションや金型

用の精密機械部品を扱うミスミ、機械工具や環境安全用品、物流機器など製造現場で使われ

る資材を扱うトラスコ中山と、大手三社の中ですでに充分すみ分けがなされ、間接資材市場

のさらに狭い領域内での最適化が進んでおり、現時点においては、競合がそれぞれの領域を
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侵したり侵されたりする可能性は高いとはいえないと思慮する。したがって、Amazon に飲

み込まれてしまうリスクや、ミスミやトラスコ中山など同業他社にその地位を突如奪われ

る可能性は現段階では考えにくく、ニッチ市場の数と大きさの視座において、モノタロウは

WTA の攪乱要因を満たすことで、現在の揺るぎない地位を確立しているというインプリケ

ーションが得られた。 

 

(3) 市場成長 

 市場の成長は、新たな利用者の流入をもたらす。新たな利用者は必ずしも所与の WTA 要

因に束縛されず、後発企業の戦略に誘導されやすい傾向があるとされる(Negoro & Kato, 

2010)。5～10 兆円とされる間接資材市場は 1990 年以降ほぼ横ばいで、市場そのものは成熟

している(Keizaisangyosho, 2017)。メーカー、顧客ともに小規模なプレイヤーが多数存在する

間接資材の流通は、従来全国規模の一次卸、二次卸、小売という多層構造になっていた。そ

して、間接資材小売業の中心になってきたのは機械工具商だった。機械工具商は地域の工場

などを訪問し、専門性の高い商品の納入に力を発揮してきた。機械工具商は顧客の購買部門

との関係性を構築しており、御用聞き営業の下、様々な要望にきめ細かく対応するが、資金

力の制約から、在庫する商品は購買頻度の高いナショナル・ブランドが中心となるため、品

揃えにない商品は卸から調達し、顧客に納品してきた(Hitotsubashi bijinesu sukuru, 2018)。 

こうした歴史的経緯から、現在も間接資材市場の売上上位は、山善やユアサ商事といった

対面販売を基本とする専門商社で占められているが、業界トップの山善でも売上規模は

5,000 億円程度(Kabushikigaisha Yamazen, 2023)で、モノタロウ(Kabushikigaisha MonotaRO, 

2023)やミスミ(Misumi gurupu, 2023)など EC 事業を手掛ける企業を加えた上位六社を合わせ

ても、市場占有率はせいぜい 1/3 ほどしかない(Kabushikigaisha Yamazen, 2023; Yuasa shoji 

kabushikigaisha, 2023; Asukuru kabushikigaisha, 2023; Misumi gurupu, 2023; Torasuko nakayama 

kabushikigaisha, 2023; Kabushikigaisha MonotaRO, 2023)。一方で、B to B-EC 市場は 2019 年時

点で前年比 2.5%増と拡大しており(Keizaisangyosho, 2022)、間接資材業界においても今後ま

すます EC 化が進展していく可能性は高い。すなわち、間接資材全体としては成熟市場であ

っても、依然大多数の中小規模専門商社を巻き込んだ業界再編や、EC 化率の更なる拡大を

見込んだ後発企業による新規参入がないとは必ずしも言えない。したがって、市場成長の視

座からは、むしろモノタロウを取り巻く中小規模専門商社や後発企業が WTA の攪乱要因を

満たし、モノタロウの今後の持続的成長は必ずしも説明できず、今後の市場動向を注視して

いく必要があることが示唆された。 

 

5. おわりに 

本稿では、2000 年の創業以来、年率 20%を超える成長を続ける工業用間接資材 EC 最大

手のモノタロウに焦点を当て、同社の事業戦略をプラットフォーム・ビジネスの観点から考

察した。具体的には、マルチホーミング・コスト、ニッチ市場の数と大きさ、市場成長とい
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う三つの WTA の攪乱要因から分析を行った。 

ロングテール商品も含めた圧倒的な品揃え・在庫能力と高度な検索性、企業購買システ

ム・モノタロウ商品データベース連携が、モノタロウへの利用者ロックインともみなすこと

ができ、利用者にとってマルチホーミングのメリットは薄い。この場合、利用者は複数のプ

ラットフォームを使おうとはしなくなり、WTA が成立しやすくなる。したがって、マルチ

ホーミング・コストの視座においてモノタロウは WTA 要因を満たし、利用者がモノタロウ

以外の複数プラットフォーム活用を企図する意義を低減させることで、顧客基盤維持とさ

らなる顧客獲得をも誘発していることが示唆された。 

次に、ニッチ市場の数と大きさの視座では、モノタロウが扱う工具や保護具の商品数がニ

ッチなうえに多岐にわたり、経路依存性(Dierickx & Cool, 1989)を伴う領域である点がポイン

トとなった。Amazon をもってしても、モノタロウが先発者として、20 年以上にわたり蓄積

してきた間接資材特化の圧倒的な品揃え・在庫能力と最適化された物流網を打破すること

は極めて困難なうえ、今からそれに取り組むことは Amazon の戦略矛盾を生むことにもつな

がりかねない。また、間接資材市場における EC 事業においても、モノタロウ、ミスミ、ト

ラスコ中山の大手三社の中ですでに取扱商品のすみ分けが充分なされ、間接資材市場のさ

らに狭い領域内での最適化が進んでおり、現時点においては、競合がそれぞれの領域を侵し

たり侵されたりする可能性は高いとは言えないと思慮される。したがって、Amazon に飲み

込まれてしまうリスクや、ミスミやトラスコ中山など同業他社にその地位を突如奪われる

可能性は現段階では考えにくく、ニッチ市場の数と大きさの視座において、モノタロウは

WTA の攪乱要因を満たすことで、現在の揺るぎない地位を確立しているというインプリケ

ーションが得られた。 

一方、市場成長の視座では、間接資材市場に依然として中小規模専門商社が多数存在し寡

占が進んでいないことに加え、B to B-EC 市場の拡大による EC 化率の向上を考慮すべき点

が挙げられた。結果として、間接資材全体としては成熟市場であっても、依然多数を占める

中小規模専門商社を巻き込んだ業界再編や、EC 化率の更なる拡大を見込んだ後発企業によ

る新規参入がないとは必ずしも言えないことが思料された。したがって、市場成長の視座か

らは、むしろモノタロウを取り巻く中小規模専門商社や後発企業が WTA の攪乱要因を満た

し、モノタロウの今後の持続的成長は必ずしも説明できず、今後の市場動向を注視していく

ことが求められる。 

以上の分析から、モノタロウは、マルチホーミング・コストの視座では、WTA 要因を満た

すことで顧客基盤維持とさらなる顧客獲得をも誘発すると同時に、ニッチ市場の数と大き

さの視座では、WTA の攪乱要因を満たすことで現在の地位を確立しているというインプリケ

ーションが得られた。一方、市場成長の視座からは、むしろモノタロウを取り巻く中小規模

専門商社や後発企業が WTA の攪乱要因を満たし、同社の事業成長の持続可否については今

後の市場動向を注視すべきことが示唆された。しかしながら、20 年以上にわたるモノタロ

ウの事業展開とそれに伴う設備投資は一朝一夕で模倣できぬゆえ、その意味において後発
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企業による新規参入は容易ならざることも付記しておく。 

最後に，本研究の限界を述べる。本稿では、モノタロウをプラットフォーム企業として捉

え議論を展開したが、同社の在庫外商品を取り扱う取引先との関係性など、補完財提供者に

よるエコシステム形成について理解を深め、分析に取り入れることができなかった。加えて、

昨今の激しい競争環境を鑑みるとき、WTA の成立可否による分析が適切だったかについても

検討の余地がある。例えば、プラットフォームのポジショニングの弁別性の視座から分析を

試みることで、より有益な含意が得られる可能性もある。これらは今後の課題としたい。 
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Abstract: What is the source of competitiveness of MonotaRO Co., Ltd. (MonotaRO), 

the largest EC company for industrial MRO? This paper aimed at unveiling the business 

strategy of this company from the point of view of three Winner-Take-All (WTA) 

disturbance factors, multihoming cost, the number & size of niche market, and market 

growth. As a result, it is implied that MonotaRO maintains current customer base and 

induces new clients by fulfilling a WTA factor on multihoming cost, while at the same 

time establishes the current steadfast position by fulfilling a WTA disturbance factor on 

the number & size of niche market. On the other hand, small & medium-size specialized 

trading companies or latecomers surround MonotaRO may rather fulfill a WTA 

disturbance factor on market growth, thus close attention to market trends should be 

required since sustainable growth going forward of MonotaRO may not necessarily be 

explainable.  
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